





　１． 社会学者高田保馬とその経済思想  
─京都学派を生み出した思想─
　２．高田による一般均衡理論の導入
　３． 高田における一般均衡理論  
─部分均衡理論，および勢力説との関係─
Ⅲ　 転回以降における高田勢力説  
─二段階接近論としての─
　１．勢力説における転回
　２． 勢力説による説明（Ⅰ）：  
効用に入り込むものとしての勢力






































































































































































り。 社 会 が 犠 牲 社 会 よ り 利 益 社 会 に
（Gemeinschaft よ り Gesel lschaft に，
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　今，財が n種類（i＝1, …, n），生産財（生産
要素）が r 種類あり（j=1, …, r），aij を第 i 財
を生産するのに必要な第 j 生産財の量，pi を第
i 財の価格，qj を第 j 生産財の価格，Ai（i＝1, 








　N1＝F1（p1, p2, …, pn）
　N2＝F2（p1, p2, …, pn）
　………………………………………………（1）
　Nn＝ Fn（p1, p2, …, pn）
となる９）。均衡状態においては需要と供給が
均衡を保つから，Ai を第 i 財の供給量として，
　N1＝A1；N2＝A2；…；Nn ＝ An （2）
が成立する。均衡状態においては（1）が（2）
に等しくなるので方程式の数は n 個であり，





　a11q1＋ a12q2＋…＋ a1rqr ＝ p1
　a21q1＋ a22q2＋…＋ a2rqr ＝ p2
　………………………………………………（3）






　R1＝ a11A1＋ a21A2＋…＋ an1An
　R2＝ a12A1＋ a22A2＋…＋ an2An
　………………………………………………（4）
　Rr ＝ a1rA1＋ a2rA2＋…＋ anrAn
という式も追加される。さて，（4）はAi につ
いて n個の未知数を含むが，（2）よりAi は Ni
に等しい。Ni は（1）から p1，…，pn の関数
であり，p1，…，pn は（3）より生産財の価格










　R1＝F'1（q1, q2, …, qr）
　R2＝F'2（q1, q2, …, qr）
　………………………………………………
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